
 

「令和６年能登半島地震」を踏まえた 

北海道地域防災計画（原子力防災計画編）の自己点検結果 

 

R6.10 

北海道総務部原子力安全対策課 

 

令和６年（2024 年）１月１日に発生した能登半島地震において、原子力災害は発生し

なかったものの、道路寸断や地域の孤立、放射線防護施設の損壊等が発生したことを踏まえ、

道議会における議論や国の調査、防災関係機関・有識者専門委員の意見などを基に、北海道

地域防災計画（原子力防災計画編）（以下「道計画」という。）の内容の点検を行った。 

 

1. 点検の方法  

・内閣府による「令和 6 年能登半島地震に係る志賀地域における被災状況調査（令和 6

年4月版）」では、原子力災害対策重点地域において発生した①道路寸断、②孤立地区、

③放射線防護施設の損傷について、状況調査等が実施されている。 

・道としては、①～③の項目に加え、能登半島地震で発生したモニタリングポストのデー

タ欠測、情報伝達手段の確保、その他の項目について、関係機関、有識者専門委員、道

庁内各部局に対し、道計画上の課題等について意見照会を行った。 

・そして、提出された意見をもとに、道計画の修正や取組の強化（防災訓練や対応手順の

充実化等）など、対応の方向性を取りまとめた。 

 

2. 主な課題、点検結果及び対応の方向性  

1）避難経路の確保   

 【点検結果】 

  ・冬期に道路寸断が生じた場合の対応を検討すべき。 

  ・道路の通行に支障となる電力設備等の除去作業に関し、道路啓開における北海道電力

㈱と道路管理者との連携を一層強化すべき。 

  ・道路に係る情報を関係機関が共有する仕組みを強化すべき。 

・計画上ですべての道路寸断を想定することはできないので、どのような事態でも対応

＜これまでの取組状況＞ 

○道計画において、あらかじめ複数の避難経路を定めるとともに、道路寸断など

が生じた場合の対応を規定。 

○毎年の訓練において、災害想定等に応じ、複数の避難経路を使用。 

○道及び町村が発行する『原子力防災のしおり』等により、町村ごとの避難経路

を住民に周知。 
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できるよう訓練内容を充実させるべき。 

・複数の避難経路が確保できない場合の空路、海路など代替手段による避難について、

より実効性を高めるべき。 

  ・住民に対して、代替経路も含め、避難経路をより周知すべき。 

 【対応の方向性】 

・電力設備の除去に関わる電力事業者と道路管理者との連携について、道計画に規定を

追加することを検討。 

・関係機関で道路に係る情報を共有し、これを住民等に対し周知することについて、道

計画に規定を追加することを検討。 

  ・道路寸断下における道路啓開が円滑に行われるよう、研修等を通じて事業者の理解促

進を図るとともに、実動組織と連携した対応を確認。 

  ・複合災害を想定し複数の避難経路を活用した訓練や、冬期の道路寸断を想定した訓練

など、より実効性の高い訓練を実施。 

  ・『原子力防災のしおり』の更新を促進するなど、住民への避難経路の周知を強化。 

 

 2）孤立地域が発生した場合の対応  

 【点検結果】 

  ・屋内退避や空路・海路など様々な「避難実施のパターン」を整理し、時間軸での整理

や、住民等のより具体的な行動指針を示すべき。 

・関係機関が持つ道路情報を、住民や実動組織に対し正確・迅速に伝達する手段・仕組

を確認すべき。 

・孤立地域の通信手段を検討すべき。 

・備蓄の整備を進めるべき。 

・空路確保が重要であり、周辺環境も含むヘリポートの現地確認を実施すべき。 

・耐震化工事を実施してくれる所有者をより前向きにさせる施策を実施すべき。 

 【対応の方向性】 

・家屋における屋内退避が困難となった場合の対応について、道計画に規定を追加する

ことを検討。 

・孤立が想定される地域における指定避難所において長期にわたり屋内退避を行うこ

＜これまでの取組状況＞ 

○道計画や『泊地域の緊急時対応』において、避難等を行うことがかえって危険

を伴う場合など、複合災害時における防護措置の考え方を整理。 

○毎年の訓練において、孤立の発生を想定した救出救助訓練や、避難所における

屋内退避訓練を実施。 

○住宅・建築物の所有者に対し、耐震化の意識啓発を実施。 



 

とを想定した備蓄を整備。 

・孤立のリスクが高い地域やヘリコプターが離着陸できる場所の現地調査を、実動組織

とともに実施。 

・孤立地域において通信が途絶した場合を想定した対応訓練を実施。 

  ・ドローンによる情報伝達や状況確認について、道計画に規定するとともに、訓練にお

いて手順等を確認。 

・耐震化について、家屋等の所有者に対する意識啓発や補助制度の活用促進、町村に対

する補助制度創設の働きかけを検討。 

 

 3）放射線防護施設が損傷した場合の対応  

 【点検結果】 

・施設損傷時や連絡途絶時の具体的対応について整理し、マニュアル等を整備すべき。 

・設備の稼働訓練を実施し、陽圧化が機能することを確認すべき。 

 【対応の方向性】 

  ・関係町村等の意向を踏まえ、放射線防護施設の整備及び維持管理を実施。 

・放射線防護施設が損傷した場合の対応を検討し、道計画に規定を追加することを検討

するとともに、マニュアルへの追記を促進。 

・陽圧化の確認を兼ねた訓練の実施を促進。 

・施設損壊を想定し、近隣の他避難所へ移転する訓練を実施。 

 

4）モニタリングポスト等のデータの欠測に備えた対応  

 【点検結果】 

・原子力規制庁における検討後、欠測が生じにくい通信システムの導入を検討すべき。 

＜これまでの取組状況＞ 

○放射線防護施設の整備を進め、施設管理者は運用マニュアルを策定。 

○毎年の訓練において、放射線防護施設の運用等を実施。 

＜これまでの取組状況＞ 

○道計画に、複合災害に備えた通信連絡体制の充実強化を規定。 

○道の緊急時環境放射線モニタリング実施要領等に、モニタリングポスト等のデ

ータが欠測となった場合の対応を規定。 

○モニタリングポスト等に、非常用発電機又はバッテリの設置と、地上回線（有

線又は無線）と衛星回線による通信の二重化を実施済み。 

○毎年の訓練において、モニタリングポスト等のデータ欠測を想定し、代替測定

機器として可搬型モニタリングポストの設置訓練を実施。 



 

・国が実施する航空機モニタリングについて、欠測時の代替測定としての位置付けを明

確にすべき。 

・モニタリングデータを住民等がリアルタイムに確認できる方法を周知すべき。 

 

【対応の方向性】 

  ・訓練において国の協力により航空機モニタリングを試行した上で、位置付けや要請手

順等を整理。 

・モニタリングデータの確認方法について、住民等に対する更なる周知を検討。 

 

 5）情報伝達手段の確保  

 【点検結果】 

・防災行政無線の屋外拡声器の代替手段を検討し、訓練で試行すべき。（ドローン、紙

など） 

・ラジオは重要な手段であり、情報提供の仕組を整理すべき。 

【対応の方向性】 

  ・ドローンや衛星通信など、ICTを効果的に活用した防災対策を推進。 

・緊急速報メールや SNS、ホ－ムページ、報道発表（テレビ、ラジオ等）による情報

提供の手順等を整理。 

 

 6）その他  

 【点検結果】 

  ・正しい情報源となる道ホームページへのアクセスを促すべき。 

・正確な防災知識の事前の普及啓発を継続すべき。また、情報源等が不明な情報に基づ

く行動を控えるよう注意喚起する仕組を検討すべき。 

・偽情報の拡散が犯罪になり得ることや、情報発信時には目的や情報源等を明らかにす

ること等の注意喚起を検討すべき。 

【対応の方向性】 

  ・道ホームページへのアクセスを促進する方法を検討。 

・よりわかりやすい住民広報や啓発手段を検討。 

・偽情報への対応について、道計画に規定を追加することを検討。 

＜これまでの取組状況＞ 

○道計画に、情報伝達手段を例示し、これを活用した迅速、的確、継続的な情報

提供の実施を規定。 

○毎年の訓練において、緊急速報メールや SNS、ホームページ等を通じた情報提

供を実施。 


